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１　組織の概要

（1） 事業所名及び代表者氏名

環境をサポートする株式会社きらめき

代表取締役社長 山田　茂孝

（2） 所在地　

本社 〒951-8528 新潟県新潟市中央区東堀前通6番町1061番地

中越支店 〒940-0097 新潟県長岡市山田2丁目4番9号

県央支店 〒955-0094 新潟県三条市須頃2丁目13番地

下越営業所 〒957-0065 新潟県新発田市舟入町１丁目11番2号

東港営業所 〒957-0101 新潟県北蒲原郡聖籠町東港１丁目1番155号

上越営業所 〒943-0807 新潟県上越市春日山町3丁目5番27号

湯沢営業所 〒949-6101 新潟県南魚沼郡湯沢町大字湯沢2943-9

東京支店 〒112-0004 東京都文京区後楽１丁目3番61号　(範囲対象外)

（3） 環境管理責任者及び担当者連絡先

環境管理責任者 専務取締役 佐藤　道雄

担当者 管理本部 長谷川　透

連絡先 TEL.025-228-7586／FAX.025-224-5034

E-mail : tohru-hasegawa@kirameki.co.jp

（4） 事業の概要

建物及び施設の環境衛生、総合管理及び運営の請負

(清掃管理業務､設備運転管理業務､警備保安業務、受付･電話交換業務､医療関連業務)

（5） 事業規模

ア　全社

単　位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

人 864 852 825 821

㎡ 1,233.79 1,233.79 1,233.79 1,233.79

イ　認証取得対象範囲 （2019年～本社・中越支店・県央営業所・下越営業所・東港営業所・上越営業所・湯沢営業所）

単　位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

人 525 527 515 511

㎡ 1,233.79 1,233.79 1,233.79 1,233.79

備考　各年度とも環境年度（4月から翌年3月）における実勢

（6） 法人設立年月日 1963年12月23日　（創業　1957年1月）

（7） 資本金 5,000万円

（8） 許可内容等

許可年月日 有効年月日

R2.2.18 R8.2.21

H29.7.1 R5.8.31

H30.3.31 R6.3.29

R5.5.18 R10.4.17

R5.6.1 R8.5.31

項　　　　　目

総従業員数

延べ床面積

許可内容等

警備業(新潟県公安員会認定)

建築物ねずみ昆虫等防除業

建築物飲料水貯水槽清掃業

建築物環境衛生総合管理業

延べ床面積

医療関連サービスマーク認定

項　　　　　目

対象範囲従業員数

新潟1982第914026号

新潟56第414028号

新潟57第514011号

第46000033号

G(9)-2006150804

許可番号
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（9） 組織図

（10） 主な環境負荷の実績

　（2015年度～2017年度までは本社の数値のみ）

　（2018年度～本社・中越支店・県央営業所・下越営業所・東港営業所の数値含む）

　（2019年度～上越･湯沢営業所の数値含む）

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

kg-CO2 217,351 227,485 236,984 242,994

m3 516 510 502 514

kg 4,451 4,082 3,899 3,760

備考 年度は、4月から翌年3月までを示す。

購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

2　　対象範囲

認証・登録の範囲は、東京支店を除く全組織における全活動であり、サイト認証となります。

認証・登録の範囲組織内の全組織・全事業所が認証登録の対象範囲となっています。

二酸化炭素排出量

水使用量

認証・登録範囲

項目

2022年5月31日現在

一般廃棄物排出量

範囲対象外

本 社

2017年度取得

代表者

代表取締役社長

山田 茂孝

品質保証室
環境事務局

環境管理責任者

専務取締役

佐藤 道雄

経営企画室

管理本部

業務部

中越支店

県央支店

下越営業所

東港営業所

上越営業所

湯沢営業所

東京支店

設備事業部

医療関連事業部

指定管理者事業部

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

業務受託現場

(責任者)

2018年度取得

2019年度取得
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３　環境経営方針
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４　環境経営目標　(1) 本社

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

基準年度 取組期間 取組期間 取組期間

41,967 41,542 41,123 40,702

100% 99% 98% 97%

8,515 8,427 8,341 8,256

100% 99% 98% 97%

76,381 75,611 74,846 74,083

100% 99% 98% 97%

222,657 222,404 218,172 215,940

100% 100% 98% 97%

282 276 270 264

100% 98% 96% 94%

1,567 1,546 1,530 1,515

100% 99% 98% 97%

69.0 34.40 24.15 20.70

100% 50% 35% 30%

83.1
(240,354/289,203)

84.1
(243,108/289,203)

85.1
(246,000/289,203)

86.1
(248,906/289,203)

100% 101% 101% 104%

2,846 2,874 2,903 2,931

100% 101% 102% 103%

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

電力使用量、水使用量、一般廃棄物排出量、グリーン購入品以外は、本社を含む全社の環境経営目標

ガソリン・軽油は各支店分も本社管理としています。

二酸化炭素排出量は、電力、ガソリン、軽油から計算された参考値である。

グリーﾝ購入の推進
(事務用品）

金額％

製品・サービスへの環境配慮
（古紙使用トイレットペーパー

の販売）
千円

　本社中長期の環境経営目標は、2022年度から2024年度までの3年間の計画とし、
この間の単年度の環境経営目標は、それぞれ下表のとおり定めました。

水使用量の削減 m
3

一般廃棄物排出量の削減 kg

化学物質の適正管理
（PRTR物質の使用量削減）

kg

本社　中長期の環境経営目標（2022年度～2023年度）

項目 単位
2022年4月

～2023年3月

2023年4月

～2024年3月

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量 kWh

軽油使用量 ℓ

ガソリン使用量 ℓ

二酸化炭素排出量 kg-CO2

2024年4月

～2025年3月

2021年4月

～2022年3月
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５　環境経営目標　(各支店：中越・県央・下越・東港)

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

基準年度 取組期間 取組期間 取組期間

19,000 18,841 18,652 18,469

100% 99% 98% 97%

213 208 203 198

100% 98% 95% 93%

463 456 450 445

100% 98% 97% 96%

12,170 12,082 11,896 11,794

100% 99% 98% 97%

192 184 180 174

100% 96% 94% 91%

2,379 2,341 2,309 2,279

100% 98% 97% 96%

61.6

(61,593/99,920)

63.6

(63,558/99,920)

64.6

(64,545/99,920)

65.6

(65,592/99,920)

100% 103% 105% 106%

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

二酸化炭素排出量は、電力、都市ガス、灯油から計算された参考値である。

2021年4月

～2022年3月

(中越・県央・下越・東港)

　各支店中長期の環境経営目標は、2020年度から2022年度までの3年間の計画とし、
この間の単年度の環境経営目標は、それぞれ下表のとおり定めました。
(各支店＝中越支店、県央支店、下越営業所、東港営業所)

支店　中長期の環境経営目標（2020年度～2022年度）

項目 単位 2020年4月

～2021年3月

(中越・県央・下越・東港)

2022年4月

～2023年3月

(中越・県央・下越・東港)

2019年4月

～2020年3月

(中越・県央・下越・東港)

m
3

グリーﾝ購入の推進
(事務用品）

金額％

一般廃棄物排出量の削減 kg

水使用量の削減

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量 kWh

都市ガス ℓ

灯油 ℓ

二酸化炭素排出量 kg-CO2

5



４　環境経営目標　(3) 上越・湯沢

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

基準年度 取組期間 取組期間 取組期間

3,171 3,127 3,097 3,065

100% 99% 98% 97%

1 1 1 1

100% 100% 100% 100%

319 312 307 302

100% 98% 96% 95%

2,544 2,502 2,485 2,443

100% 98% 98% 96%

64 61 59 57

100% 95% 92% 89%

48 47 46 45

100% 98% 96% 94%

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

二酸化炭素排出量は、電力、都市ガス、灯油から計算された参考値である。

水使用量の削減 m
3

一般廃棄物排出量の削減 kg

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量 kWh

都市ガス ℓ

灯油

二酸化炭素排出量 kg-CO2

ℓ

　各支店中長期の環境経営目標は、2021年度から2023年度までの3年間の計画とし、
この間の単年度の環境経営目標は、それぞれ下表のとおり定めました。
(各支店＝上越営業所、湯沢営業所)

支店　中長期の環境経営目標（2021年度～2023年度）

項目 単位 2020年4月

～2021年3月

(上越・湯沢)

2021年4月

～2022年3月

(上越・湯沢)

2022年4月

～2023年3月

(上越・湯沢)

2022年4月

～2023年3月

(上越・湯沢)
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５　環境経営計画

　2022年度取組期間の環境経営計画は、下表のとおり定めました。
　早急な実施が難しい施設整備等は、中期計画として取組んでいきます。

一般廃棄物排出量の
削減

（可燃ごみ）

水使用量の削減

化学物質の適正管理
（PRTR物質の使用量削減）

グリーン購入の推進
(事務用品）

製品・サービスへの環
境配慮

（古紙使用トイレット
ペーパーの販売）

・省エネ性能の高い電気製品の購入 購入時 各支店長

単年度計画
・再生資源の運用・トイレットペーパーの販売(古紙) 通年

単年度計画
・個別使用物品をグリーン購入品切替え 通年

中期計画

各支店長

単年度計画
通年

中期計画 ・更新時に省エネタイプのシュレッダーを選択

中期計画

中期計画 ・更新時に省エネタイプの便器を選択 更新時

中期計画

単年度計画

・流水量調整(男女トイレ大便器) 通年

単年度計画

・廃棄物分別の徹底 通年

環境経営計画書（2022年度）

項　　　　　目 環境活動の内容 主要な日程 責任者(支店)

電力使用量

単年度計画

・空調温度の適正化（冷房２８℃　暖房２０℃） 冷暖房期

中期計画
・省エネタイプのエアコンへ更新 更新時

各支店長
・省エネタイプの蛍光管へ更新(ＬＥＤ化) 更新時

各支店長
・不要照明の消灯 通年

ガソリン・軽油使
用量

管理本部長
(業務管理課)

管理本部長
(業務管理課)

管理本部長
(業務管理課)

各支店長

・５Ｓ活動の推進（整理・整頓・清掃・清潔・躾） 通年

更新時

・ＰＲＴＲ物質の使用量削減、代替え、

管理本部長
(総務人事課)

管理本部長
(総務人事課)

設備事業部長

設備事業部長

各支店長
管理本部長
(業務管理課)

各支店長

各支店長

管理本部長
(総務人事課)

管理本部長
(業務管理課)

管理本部長
(業務管理課)

・エコドライブの実践(急発進・急加速の禁止) 通年

・業務用車両管理の推進(業務用車両の一斉点検) 5月

・更新時に低燃費車を選択 更新時

各支店長

各支店長

各支店長

各支店長

管理本部長
(総務人事課)

各支店長

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

中期計画

単年度計画

中期計画
都市ガス使用量

灯油使用量
単年度計画

責任者(本社)

管理本部長
(総務人事課)

管理本部長
(総務人事課)

単年度計画

中期計画

・不要時の消火

・省エネタイプの暖房更新

・暖房温度の低設定

・省エネタイプの暖房更新

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
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６　環境経営目標の実績　(1) 本社

環境目標 実績

41,967 41,542 37,826

100% 99% 90%

8,515 8,427 10,178

100% 99% 120%

76,381 75,611 78,270

100% 99% 102%

222,657 220,404 229,139

100% 99% 103%

282 276 277

100% 98% 98%

1,567 1,546 1,580

100% 99% 101%

69.0 34.40 16.02

100% 50% 23%

83.1

(240,354/289,203)

84.1

(243,108/289,203)

85.8

(209,942/244,562)

100% 102% 114%

2,846 2,874 3,830

100% 101% 135%

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

電力使用量、水使用量、一般廃棄物排出量、グリーン購入品以外は、本社を含む全社の環境経営目標

ガソリン・軽油は各支店分も本社管理としています。

　
　

二酸化炭素
排出量

kg-CO2

ℓ

ℓ

水使用量の削減 m
3

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

〇

✕

一般廃棄物排出量の削減 kg

製品・サービスへの環境配慮
（古紙使用トイレットペー

パーの販売）
千円 〇

✕

kg

〇

✕

化学物質の適正管理
（PRTR物質の使用量削減）

グリーン購入の推進
（事務用品）

金額％

ガソリン使用量 ✕

○：達　成

×：未達成

(目標)

kWh

取組期間

基準年度
(2021年度)

2021年4月

～2022年3月

2022年4月

～2023年3月

(基準年度比)

　本社の2022年度の環境経営目標達成状況は、下記の通りです。

評価

✕

〇電力使用量

項　　　　　目 単位

軽油使用量

環境経営目標の達成状況（2022年度）
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ア　電力使用量の削減

イ　化石燃料使用量の削減

(ｱ) 軽油使用量の削減

(ｲ) ガソリン使用量の削減

ウ　二酸化炭素排出量の削減

エ　水使用量の削減  

オ　一般廃棄物排出量の削減

カ　化学物質の適正管理

キ　グリーン購入の推進（事務用品）

ク　製品・サービスへの環境配慮

　取組期間における軽油使用量を、基準年度の使用量の99％である8,427ℓ以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、120％の10,178ℓとなり、環境経営目標を達成することができませんでした。昨年度に続き、県外(東北・北陸・甲信地
方)で作業することが多くなり、アイドリングをしながら車内で報告書を作成することもあり、その為燃費も悪化したことが原因で
す。
積載の都合でディーゼル車を2015年度より段階的に購入しております。
(※ディーゼル車： 5台)

　取組期間（2022年4月～2023年3月：以下同様）における電力使用量を、基準期間（2020年4月～2021年3月：以下同様）の
使用量の99％である41,542kWh以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、対基準年度の90%、37,826kWhとなり環境経営目標を達成しました。
事務所内(≒70%)のＬＥＤ化による効果や12月末で空調機の更新工事が完了したことなども原因であり、今後とも取組みを継
続していきます。

　取組期間における古紙使用トイレットペーパーの売上金額を、基準年度の売上金額の101％UPである2,874千円以上とす
ることを環境経営目標としました。
実績は、135％の3,830千円となり、環境経営目標を達成を達成しました。
昨年度より交渉を行い、今期は2現場へ納品することになりました。今後とも取組みを継続していきます。

　取組期間における洗剤等PRTR制度対象化学物質の使用量を、基準年度の使用量の50％である34.4kg以下とすることを
環境経営目標としました。
実績は、23％の16.02kgとなり、環境経営目標を達成しました。
昨年度より代替品を検証し、PRTR物質のない製品を今期5月分より購入致しました。今後とも取組みを継続していきます。

　取組期間におけるグリーン購入比を基準年度の102%である84.1%以上とすることを環境経営目標としました。
実績は、114%の85.8%となり、環境経営目標を達成しました。今後とも取組みを継続していきます。

　取組期間における可燃ごみ排出量を、基準年度の排出量の99％である1,546kg以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、101％の1,580kgとなり、環境経営目標を達成することができませんでした。テレワーク解消により増加しことも原因の
一つです。
(※2018年9月～5Fテナントクオリティーフーズ入居)
(※2018年9月～DocuWorksシステムによるコピー用紙使用量削減　ＦＡＸ等印刷せずPC内で運用し紙の使用量を削減)

　取組期間における水使用量を、基準年度の使用量の98％である276m3以下とすることを環境経営目標としました。

実績は、98％の277m3となり、環境経営目標を達成することができませんでした。引き続き節水を呼びかけて参ります。
(※2018年10月、2019年1月～女子トイレ2台に擬音装置設置、2020年6月～小型電気温水器省エネタイプに変更)

　取組期間における二酸化炭素排出量は、電力、軽油及びガソリン使用量の環境目標値から計算される220,404kg-CO2以

下とすることを環境経営目標としました。
実績は、103％の229,139kg-CO2となり、環境経営目標を達成することができませんでした。

軽油及びガソリン使用量の増加に伴うものが大きな原因になります。

　取組期間におけるガソリン使用量を、基準年度の使用量の99％である75,611ℓ以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、102％の78,270ℓとなり、環境経営目標を達成することができませんでした。昨年度に続き、県外(東北・北陸・甲信地
方)で作業することが多くなり、使用量が増加したことが原因です。
2016年度から中期計画である低燃費のハイブリット車を3台購入し、現在計7台になります。
(※ガソリン車59台、ハイブリッド車：7台)
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６　環境経営目標の実績　(2) 全支店

環境目標 実績

22,171 21,566 22,073

100% 97% 100%

214 199 318

100% 93% 149%

782 752 448

100% 96% 57%

14,714 14,279 13,855

100% 97% 94%

256 233 237

100% 91% 93%

2,427 2,325 2,180

100% 96% 90%

61.6

(61,539/99,920)

65.6

(65,592/99,920)

72.9

(50,617/69,471)

100% 106% 118%

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

○

m
3

　各支店の2022年度の環境経営目標達成状況は、下記の通りです。
　(各支店＝中越支店、県央営業所、下越営業所、東港営業所、上越営業所、湯沢営業所)

項　　　　　目 単位

基準年度
(2019･2020年度)

評価
取組期間

2019年度
(中越・県央・下越・東港)

2020年度
(上越・湯沢)

2022年4月

～2023年3月

(基準年度比)

環境経営目標の達成状況（2022年度）

○：達　成

×：未達成

(目標)

○
グリーン購入の推進

（事務用品）
金額％

☓水使用量の削減 m
3

○
一般廃棄物排出量の削

減
kg

○

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量 kWh

二酸化炭素
排出量

kg-CO2

灯油

都市ガス

✕

✕

ℓ
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ア　電力使用量の削減

イ　都市ガス使用量の削減

ウ　灯油使用量の削減

エ　二酸化炭素排出量の削減

オ　水使用量の削減

カ　一般廃棄物排出量の削減

キ　グリーン購入の推進（事務用品）

　取組期間における水使用量を、基準年度の使用量の91％である233m
3
以下とすることを環境経営目標としました。

　実績は、93％の237m3となり、環境経営目標を達成することができませんでした。特に県央支店では事務所の社員が
増員したため水の使用量が増加したことが原因です。

　取組期間における可燃ごみ排出量を、基準年度の排出量の96％である2,325kg以下とすることを環境経営目標としま
した。
　実績は90％の2,180kgとなり、環境経営目標を達成しました。今後とも取組みを継続していきます。
(※2020年9月～DocuWorksシステムによるコピー用紙使用量削減　ＦＡＸ等印刷せずPC内で運用し紙の使用量を削

　取組期間におけるグリーン購入比を基準年度の106%UPである65.6%以上とすることを環境経営目標としました。
実績は118％の72.9%となり、環境経営目標を達成しました。今後とも取組みを継続していきます。

　取組期間（2021年4月～2022年3月：以下同様）における電力使用量を、基準期間（2019年度中越・県央・下越・東
港、2020年度上越・湯沢：以下同様）の使用量の97％である21,566kWh以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、対基準年度とほぼ同様の22,073kWhとなり、下越・東港・湯沢営業所以外は、環境経営目標をすることができ
ませんでした。電力使用量の多い中越支店では、長岡市の省エネ補助金を活用し、照明器具をＬＥＤに変更しました。
(※2023年1月～中越支店ＬＥＤ化)

　取組期間における都市ガス使用量を、基準年度の使用量の93％である199m3以下とすることを環境経営目標としまし
た。

実績は、149％の318ｍ3となり、環境経営目標を達成することができませんでした。
昨年度に続き、主に冬期間、中越支店におけるガスストーブの使用量が増加したことが原因です。

　取組期間における灯油使用量を、基準年度の使用量の96％である752ℓ以下とすることを環境経営目標としました。
実績は、57％の448ℓとなり、環境経営目標を達成しました。
昨年度に続き、湯沢・上越営業所では、灯油暖房機器(石油ストーブ)使用を節約したことが原因です。今後とも取組み
を継続していきます。

　取組期間における二酸化炭素排出量は、電力、ガス及び灯油使用量の環境経営目標値から計算される14,279kg-
CO2以下とすることを環境経営目標としました。

実績は、対基準年度94%の13,855kg-CO2となり、中越・県央支店以外は環境経営目標を達成しました。
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７　環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画　(1) 本社
(ア)　環境経営計画の取組結果とその評価

年間平均

3.0

3.0

3.0

－

3.0

3.0

4.5

3.0

3.0

3.0

－

4.0

－

4.0

－

4.0

－

3.0

－

(イ)　次年度の環境経営計画

化学物質の適正
管理

水使用量の削減

一般廃棄物排出
量の削減

備考 評価基準：大変良く取り組んだ（５）、良く取り組んだ（４）、普通に取り組んだ（３）、やや取り組まなかった（２）、ほとんど取り組まなかった（１）

評価
結果

　環境経営計画は、下表のとおり定めて実施状況を点検しました。結果は下表のとおりです。

中期計画 管理本部長

設備事業部長

単年度計画
・ＰＲＴＲ物質の使用量削減、代替え 通年

管理本部長
・代替品の検証、サービス実施現場へ配置

単年度計画

・流水量調整(男女トイレ大便器)・擬音装置の活用 通年

設備事業部長

・部門会における営業戦略の実施

中期計画 管理本部長

中期計画 ・省エネ性能の高い電気製品の購入 購入時 管理本部長

単年度計画
・再生資源の運用・ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの販売(古紙) 通年

管理本部長

単年度計画
・個別使用物品をグリーン購入品切替え 通年

管理本部長

製品・サービスへ
の環境配慮

グリーン購入の推
進

2022年度の実績を基準に環境経営計画を継続実施します。
評価結果の(3)以下については、活動内容を追加し、改善に取り組みます。

ガソリン・軽
油使用量
の削減

中期計画

中期計画

単年度計画

・廃棄物分別の徹底 通年

単年度計画

中期計画

管理本部長
・５Ｓ活動の推進（整理・整頓・清掃・清潔・躾） 通年

管理本部長

・更新時に低燃費車を選択、入替え計画の策定 更新時

管理本部長
・省エネタイプの蛍光管へ更新(ＬＥＤ化) 更新時

・エコドライブの実践(急発進・急加速) 通年

管理本部長
・業務用車両管理の推進(業務用車両の一斉点検) 通年

中期計画
・省エネタイプのエアコンへ更新 更新時

管理本部長

管理本部長

・不要照明の消灯 通年

・空気圧縮機(ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ-)のエア洩れ点検

環境経営計画取組評価（2022年度）

項　　　　　目 環境活動の内容
主要な
日　程

責任者

通年

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用
量の削減

単年度計画

・空調温度の適正化（冷房28℃　暖房20℃） 冷暖房期

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0
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７　環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画　(2) 全支店
(ア)　環境経営計画の取組結果とその評価

年間平均

3.0

4.0

－

－

3.0

－

4.0

3.0

－

3.0

4.0

－

(イ)　次年度の環境経営計画

2022年度の環境経営計画を継続実施します。
評価結果の(3)以下については、活動内容を追加し、改善に取り組みます。

備考 評価基準：大変良く取り組んだ（５）、良く取り組んだ（４）、普通に取り組んだ（３）、やや取り組まなかった（２）、ほとんど取り組まなかった（１）

中期計画 ・省エネ性能の高い電気製品の購入 購入時 各支店長

グリーン購入の推
進

単年度計画
・個別使用物品をグリーン購入品切替え 通年

各支店長
・代替品の検証、サービス実施現場へ配置

各支店長

水使用量の削減
単年度計画

・流水量調整(男女トイレ大便器) 通年

各支店長

中期計画

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

中期計画

一般廃棄物排出
量の削減

単年度計画

・廃棄物分別の徹底 通年

中期計画 ・省エネタイプの暖房機器へ更新 更新時

都市ガス・
灯油使用
量の削減

単年度計画

電力使用
量の削減

各支店長

各支店長

各支店長
・省エネタイプの蛍光管へ更新(ＬＥＤ化) 更新時

不要時の消火 通年

各支店長

各支店長
・５Ｓ活動の推進（整理・整頓・清掃・清潔・躾） 通年

各支店長

中期計画
・省エネタイプのエアコンへ更新 更新時

単年度計画

・空調温度の適正化（冷房28℃　暖房20℃） 冷暖房期

・不要照明の消灯 通年

・全体朝礼(1/M)において周知 通年

　環境経営計画は、下表のとおり定めて実施状況を点検しました。結果は下表のとおりです。

環境経営計画取組評価（2022年度）

項　　　　　目 環境活動の内容
主要な
日　程

責任者
評価
結果0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

13



８　次年度の環境経営目標
本社の環境経営目標は、「４　環境経営目標　(1) 本社」に記載の通りです。

上越・湯沢の環境経営目標は、「４　環境経営目標　(3) 上越・湯沢」に記載の通りです。

また、中越・県央・下越・東港の環境経営目標は、次表の通りとしました。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

基準年度 取組期間 取組期間 取組期間

2022年4月 ～

2023年3月

2023年4月 ～

2024年3月

2024年4月 ～

2025年3月

2025年4月 ～

2026年3月

中越・県央・

下越・東港

中越・県央・

下越・東港

中越・県央・

下越・東港

中越・県央・

下越・東港

18,469 18,284 18,100 17,915

100% 99% 98% 97%

198 194 188 184

100% 98% 95% 93%

445 436 432 427

100% 98% 97% 96%

11,805 11,687 11,097 10,743

100% 99% 94% 91%

174 167 164 158

100% 96% 94% 91%

2,279 2,233 2,211 2,188

100% 98% 97% 96%

66 68 69 70

100% 103% 105% 106%

グリーン購入額 65,592 － － －

全購入額 99,920 － － －

備考 購入電力のCO2排出係数は、東北電力㈱の2016年度調整後排出係数0.548kg-CO2/kWhを使用

取組期間における環境経営目標及び実績の％表示は、対基準年比を表す。

二酸化炭素排出量は、電力、都市ガス、灯油から計算された参考値である。

グリーﾝ購入の推進
(事務用品）

m
3

金額％

一般廃棄物排出量の削減 kg

水使用量の削減

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量 kWh

都市ガス ℓ

灯油 ℓ

二酸化炭素排出量 kg-CO2

支店　中長期の環境経営目標（2023年度～2025年度）

項目 単位
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No. 関係法令 要求事項 遵守

一般廃棄物の処理委託基準の遵守 ○

産業廃棄物の処理委託基準の遵守 ○

産業廃棄物管理票の交付 ○

産業廃棄物管理票交付等状況報告 ○

2
新潟県・新潟市産業廃棄物等
の適正な処理の促進に関する
条例

産業廃棄物の処分委託先の確認と記録 ○

特定施設・指定施設の設置等の届出 ○

規制基準（特定工場・指定工場等）の遵守 ○

防火管理者の選任 ○

消火器の設置 ○

使用済み自動車の引取業者への引き渡し ○

料金の支払い及びリサイクル券の受け取り ○

廃棄物として排出時、適正引き渡し及び料金の支払い ○

家電リサイクル券（写し）を小売業者から受け取る ○

安全運転管理者の選任（5台以上） ○

副安全運転管理者の選任（20台以上） ○

安全運転管理者・副安全運転管理者の選任届 ○

安全運転管理者講習会の受講（年1回） ○

運転日誌の備え付け及び運転者による記録 ○

8 フロン排出抑制法 第一種特定製品の定期点検 ○

9 ＰＲＴＲ法 ＳＤＳの配付管理 ○

延べ床面積3,000㎡以上、(学校用途8,000㎡以上)　選任届出書 ○

空気調和設備又は機械換気設備の維持管理　帳簿の備付け ○

飲料水に関する衛生上必要な処置等　帳簿の備付け ○

雑用水に関する衛生上必要な処置等　帳簿の備付け ○

排水に関するに設備清掃等　帳簿の備付け ○

清掃等ねずみ昆虫等の防除　帳簿の備付け ○

建築物衛生法

6 家電リサイクル法

7 道路交通法

　当社は、関係当局から違反などの指摘はありません。
　また訴訟もありません。

９　環境関連法規等の遵守状況の確認結果並びに違反、訴訟等の有無

　当社が規制対象となる下表の環境関連法令について、遵守状況を自主点検した結果、違反がない
こ
　とを確認しました。
　今後とも、法令遵守状況を定期的に点検し、法令遵守を維持することとします。

(1)環境関連法規等の遵守状況の確認結果

廃棄物処理法1

5 自動車リサイクル法

新潟県・新潟市生活環境の保
全等に関する条例（騒音、振
動）<特定工場・指定工場>

3

消防法4

(2)違反、訴訟等の有無
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１０　代表者による全体評価と見直しの結果

(1) 全体の評価

(2) 見直しの結果

ア　環境経営方針

イ　環境経営目標

ウ　環境経営計画

エ　実施体制

オ　その他の環境経営システム

　見直しの結果、その他、環境経営システムを変更する必要性は認められませんでした。
今後、システム上の不具合があれば改善していきます。

2017年からエコアクション21を取組み初めて5年が過ぎましたが、色々な場面で社員一人一人が環境
への負荷低減を意識してきて、取組みを行ってきて二酸化炭素ガス排出量など大分削減出来てきた
ようです。ロシアによるウクライナ侵攻により二酸化炭素ガス排出量が増加することで、戦争における
地球温暖化が問題になったことも社内の朝礼などで情報共有しております。気温上昇などで夏場の
温度が高くなり電気使用量を削減するのが大変になってきましたが、社員全員で環境への取り組み
の意識を高く保ち取り組んで参りました。

次年度の取組について
　長中期的な視点で社有車をより燃費の良い車両に早目に変更するなども検討してまいります。将来
的には、二酸化炭素ガス排出量のより少ない車両を選択していくことで、カーボンニュートラル・脱炭
素社会実現に寄与していきます。ＳＤＧｓの目標である『気候変動に具体的な対策を』については、エ
コアクション２１の活動の中心である二酸化炭素排出量削減をすることで実現していきたい。清掃作
業などで使用する資材を地球環境に優しい原料を使用した製品に替えることでグリーン購入もさらに
進めて参ります。

　見直しの結果、環境経営方針を変更する必要性は認められませんでした。
時代の要請に沿っており、当社の事業に見合った方針であることから、現在の環境経営方針を維
持していきます。

　本社部門では、2021年度を基準に2022年度から2024年度を策定しました。全支店(中越・県央・
下越・東港・上越・湯沢)については３年間ごとに、また、必要に応じ見直しをしていきます。

　見直しの結果、環境経営計画を変更する必要性はございませんでした。
今後、取組結果を評価した上で、環境経営計画の充実を図っていきます。

　見直しの結果、実施体制を変更する必要性は認められませんでした。
今後、実施体制の不具合があれば見直しをしていきます。
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